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研究成果の概要（和文）：本研究の主な目的は、未就学児を持つ母親が子育てにおいてどのようにスマートフォ
ンやタブレットなどを子育てに用いているのか、そしてそのことが母親の育児資源としてどのように作用するの
か明らかにすることである。日本、韓国、米国、スウェーデンの4ヵ国のデータ分析から、育児困難を感じる母
親ほど、スマートフォンやタブレットの子育てへの利用頻度が高くなるという共通の結果が得られた。スマート
フォンやタブレットの子育てへの利用は母親によるsupport seekingの一部であると捉えることができるもの
の、それが母親の生活充実感に直接的な影響を与えていないことも明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This study examines how Japanese mothers with preschool children use ICT for
 child-rearing and how the use contributes to child-rearing resources. Analyzing multinational data 
collected in Japan, South Korea, U.S., and Sweden, we found that mothers with difficulty taking care
 of their children use their smartphones and tablets for child-rearing purposes more frequently. 
This result implies that using mobile devices is a part of their support-seeking behavior to 
overcome the difficulty related to child-rearing. However, it is also found that the frequency of 
use is not significantly associated with maternal fulfillment in life.

研究分野： 社会学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究を開始した前後となる2018年はICTが人々の生活様式に大きな変化を齎していた。それに対する社会的不
安と相まってスマートフォンやタブレットを子育てに利用にすることへの批判的風潮も強かった。一方で親子の
スマートフォンやタブレットの使用実態は十分に明らかになっていなかった。
本研究では育児困難を抱える母親ほど、子どもに利用させる頻度、そして母親自身が子育てに関して利用する頻
度が高い傾向にあることを明らかにし、同時にそれらは母親の生活充実感に直接的には結びついていないことを
指摘した。これらの知見は育児資源として効果的に機能するICTの在り方を今後検討することに役立つ。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

20 世紀の終わり頃から情報通信技術に大きな革新が起こり，生活上のあらゆるものの電

子化，ネットワーク化が進んだ．近年では高度情報化社会がさらに進化し，情報へのアクセ

スやコミュニケーションのあり方にも大きな影響を与えている．そのことは，個人同士の関

係や，個人とコミュニティ，政府やメディアとの関係を変化させる（松本 2007）．家族関

係ももちろん例外ではない．先に挙げた家族の流動的性質に対して，情報通信技術の発展は

どのような影響を与えるかということに検討すべき段階にきている．総務省「社会生活基本

調査」では，2016 年の調査から初めてスマートフォン・パソコンなどの使用状況が調査項

目として加わった．あらゆる年代でこれらを学業や仕事以外でも使用する時間が拡大しつ

つあることを確認できる．生活のあらゆる場面で情報通信機器は普及しており，本格的なデ

ジタル社会を迎えている（総務省 2017a）． 

2010 年代のスマートフォンやタブレットの急速な普及は，それまでの育児の光景を大き

く変えつつある（岡村 2017）．ベネッセ教育総合研究所（2017）が 2013 年と 2017 年に

実施した，未就学児を持つ母親を対象とした首都圏の調査では，家庭でのスマートフォン所

有率はわずか 4 年間の間に 60.5%から 92.4%へと高まっている．同じくタブレット型端末

の所有率も 29.3%から 38.4%へと高まっている． 

スマートフォンやタブレットが社会全体に普及するとともに，街中では一緒に連れている

子どもよりも，それらの画面に注意を奪われている親を目にする機会が増え，このような光

景は日本に限らず米国でも批判の対象となっている（Radesky et al. 2014; 宋 2016）．日本

では，最近になってスマートフォンの操作に夢中になり子どもへの注意がおろそかになっ

てしまう状況を「スマホネグレクト」と称するようになった（宋 2016）．そして，こうした

批判の主たる対象は母親であることが多く，母親の育児責任の問題へと還元されることも

ある． 

しかし，便利で様々な使い方のできるスマートフォンやタブレットは，ビジネスや教育，

家庭生活には欠かせない社会的ツールになりつつある．とりわけ未就学児を持つ母親は，行

動や時間という側面での制約があり，ICT を用いることでそうした制約を緩和できる可能

性がある．そこで浮かび上がるのは，子育てにおける ICT 利用は現代の子育て世帯が抱え

る育児資源の乏しさを補完しうるのではないかという可能性である． 
 
 
２．研究の目的 

スマートフォンやタブレットなどの ICT の利用が子どもに与える影響については比較的

早い段階から高い関心が払われる一方で，親自身の利用に焦点をあてた研究蓄積は乏しい

ことが指摘されている（Radesky et al. 2014）．そして，子育てにおける ICT 利用は背後に

は，育児規範，育児資源，母親のウェル・ビーイングといった育児環境の趨勢が存在すると

考える． 

先に挙げた背景を踏まえて，本研究の目的は母親が子育てにおいてどのように ICT を使

っているのかを明らかにし，またそのことが母親を取り巻く育児資源や育児規範，そして母

親の役割適応及び生活充実感にどのように関連しているのかを示すことである． 
 
 
３．研究の方法 



本研究で使用するデータは，2016 年から 2017 年にかけて日本，韓国，米国，スウェーデ

ンの 4 ヶ国で実施された WEB 調査「インターネットと家族生活に関する調査」（石井クン

ツ昌子研究代表者）によって得られた．本調査の対象者は未就学児と同居する 20～49 歳ま

での父親・母親である．同居する子どもが複数いる場合には末子について回答を得た．本研

究では，4 ヵ国の母親のデータのみを使用した（日本：1194 名，韓国：1021 名，米国：1001

名，スウェーデン：986 名）． 

分析に使用した主な変数は、母親生活充実感、母親役割適応，ネット子育て情報参考，子

どもの IT 利用頻度，子育てのための母親の IT 利用頻度，母親のスマートフォン・タブレ

ット利用時間，父親との育児コミュニケーション，育児困難，母親年齢，末子月齢，母親教

育，母親年収，父親年収である．記述統計分析及び相関分析を行ったのち、母親の生活充実

感を最終従属変数としてパス解析を行った. 

 
４．研究成果 

全ての国において，育児困難は，子どもの IT 利用頻度もしくは子育てのための母親の IT

利用頻度を高めていた．具体的には，育児困難によって，子育てに関する情報検索を中心と

した母親の利用と，動画の視聴やゲームなどを中心とした子どもの利用という，異なる 2 つ

の側面での利用頻度が高まることが確認できた．岡村（2017）は，子育てにおける IT 利用

は母親の support seeking のひとつの形であることを指摘している．Support seeking とは

問題に対処するための戦略（coping strategy）のひとつであり，周囲に問題解決の手立てと

なる支援があるかを探索することを指す．本研究の分析によって IT が育児資源としては「母

親自身の情報収集」と「子どもに使わせる」という２つの側面で機能している可能性が示唆

された． 

さらに IT を用いた情報収集と育児困難との関連について整理したい．「情報収集」といっ

ても，母親に求められる「情報」は，専門家や著名人のブログや SNS で発信されるような

内容というよりは，地域においてどのような子どもの遊び場所があるか，どこの習い事，ど

の病院の評判がいいか，子どもの様子からどのような病気が疑われるかなど，より具体的か

つ現実に近い部分での情報であると考えられる．このような「母親同士の口コミ」は同じ子

どもを持つ母親，つまり同質性のなかで生じる情報であるといえ，そこには「共感」や「同

調」などの感情が潜在すると考えられる．この点において，例えインターネット上の相手の

顔が見えないバーチャルな空間であったとしても現実社会のソーシャルサポートと近似す

ることとなる．そうした意味において育児困難を抱える母親が IT を用いて情報検索をする

ことは単に情報を得るためだけでなく，そこに副次的に存在する情緒的サポートを得よう

としている可能性が考えられる． 

次に，子どもの IT 利用と育児困難との関連について整理する．本研究の分析では，育児

困難であるほど，子どもに IT を利用させる頻度も高くなることがわかった．これは未就学

の子どものテレビ視聴と母親のストレスに関する Li, Jurkowski, and Davison（2013）の研

究とも整合しており，子どもに IT を利用させることは母親のストレス対処の一部であると

考えられる．ただし，米国では未就学の子どもの利用を前提とした上での米国小児学会の子

どものスクリーンタイムに関するガイドライン(Brown, Shifrin and Hill 2015)など，養育

者が子どもの IT 利用について知識を得る機会が多く，そうした知識に基づいて母親が意識

的に子どもの IT 利用をコントロールしていることの影響が考えられる．米国では母親の教

育が高いほど，子育てのための母親の IT 利用頻度も子どもの IT 利用頻度も低くなるという



結果が得られている． 

本研究から，育児困難を抱える母親が身近なスマートフォンやタブレットでストレス対

処を試みようとしている様子が明らかとなった．そして，日本と韓国では，そうした母親自

身の対処によって，母親役割適応が高まることが示唆された．一方で，母親の長時間のスマ

ートフォンやタブレットの利用は母親役割適応を下げる効果も確認されており，過度な利

用は母親役割適応にネガティブな影響をもたらすと考えられる．韓国，米国，スウェーデン

は日本よりも子育てに IT を利用する頻度が高く，いずれ日本も同じ水準に追いつくであろ

う．ネガティブな効果を抑えて，どうしたらよりよい形で IT を子育てに「活用」していけ

るのかを検討すべき必要がある． 
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